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発行されている The Accounting Historians Journal（以下 AHJと省略する）、オーストラリアで発
行されている Accounting History（以下 AHと省略する）、イギリスで発行されている Accounting 











































































































































































































































(2) 明治 32年商法 
明治 23 年に民法および商法等が公布された。当初、法学者の間で行われていた民法・商法
の施行の延期運動と断行運動が、学問の枠を越えて、政府、実業界、マスコミを巻き込んだ大



































(3) 明治 44年商法改正 
明治 44 年に行われた商法改正では、財産目録・貸借対照表に附すべき価格を時価とするこ
















































































































































Richardson and Kilfoyle（2009）では、会計制度の形成等が生じる仮説として、以下の 5つを
示している。 
(1) 公益理論（Public Interest Theory） 
(2) 規制の虜理論（Regulatory Capture Theory） 
(3) 協調主義（Corporatism）(10) 
(4) 交渉秩序理論（Negotiated Order Theory）(11) 























































(13) Kothari et al.（2010、p.251）では、市場の失敗として、自然独占、（負の）外部性、情報の非
対称性、過当競争の 4つが挙げられている。負の外部性への対応として、例として、環境汚
染対策規制が挙げられている（Kothari et al.（2010、p.269））。 
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（Kothari et al.（2010）、pp.271-272）。 









































れた営業報告書を用いる。このデータベースには、明治 10 年から昭和 25（1950）年頃のもの





















本論文は、7章に構成されるが、大きく 2つに分けることができる。第 1章から第 4章では、
商法計算規定について考察を行う。第 5章から第 7章は「財務諸表準則」および「財産評価準
則」について考察を行う。なお、時間軸の観点では、第 1 章から第 3 章は明治期を対象とし、
第 4章から第 7章は昭和初期を対象としている。 
第 1章および第 2章は、明治 32年商法公布までに至る過程を検討対象とする。第 1章では、
「ロエスレル草案」が起草されてから明治 23 年商法公布までの過程について、第 2 章では、





に、特に経済団体の活動に注目して、明治 44 年商法改正の改正過程を明らかにする。第 4 章
では、昭和 13 年商法改正を主導した松本烝治の会計観を示すとともに、松本の影響を受けた
昭和 13年商法改正における計算規定に関する議論の展開を明らかにする。 





















本章は、明治 23 年の公布された商法（明治 23 年法律第 32 号）における計算規定の形成過




















































(4) 『ロエスレル氏起稿商法草案  完』（国会図書館デジタルコレクション 
DOI:10.11501/1367628（2020年 10月 29日に確認））に基づいて検討した。なお、本論文にお
ける商法案および会議議事録については、高田（2016）に基づいて作成された「法律情報基
盤 旧商法（明治 23年商法）立法過程」（https://law-platform.jp/pages/5d43b4edea0bef2f2fc87c17 
































(6) 「法律情報基盤 旧商法（明治 23 年商法） 立法過程」によれば、『商法』（国会図書館デ
ジタルコレクション DOI: 10.11501/1367624 （2020年 10月 29日確認））がそれに該当す
る。 
(7) 『ロエスレル氏意見書ニ対スル答弁』（国会図書館デジタルコレクション











「ロエスレル草案」の総則の商業帳簿に関する規定は、全部で 11条（第 32条～第 42条）か
ら構成されている。具体的には、帳簿の作成義務（第 32 条）、「不動産動産ノ総目録」・「貸方
借方ノ比較表」の作成（第 33 条・第 34 条）、商業帳簿の保管（第 35 条）、商業帳簿の閲覧制
限（第 36 条・第 37 条）、裁判における商業帳簿の取扱い（第 38 条・第 39 条）および商業帳





































禁止（第 269条）、利益準備金の計上（第 270条）が定められていた。 
株式会社の計算書類等については、前期の「計算書」（Rechnung）、「比較表」（Bilanz）、「業
務結果」（Geschaftsergebnisse des verflossenen Zeitraumes）、「利足
ママ
及ヒ利益配当案」（Vroschlages zure 





















不足する場合は、利益をもって補填すること（第 269 条）、会社の資本金額の 4 分の 1 に達す
るまで、利益の 20分の 1以上を準備金として計上すること（第 270条）が定められた。 
準備金の計上は、将来の損失を補填し、株式会社の資本を維持することが目的である。1867
年フランス商法でも同様の定めがあるが、フランス商法では、準備金の積立額が会社の資本金
額の 10分の 1とされており、この金額では 1年間の損失が資本金額の 10分の 1を超えてしま




「160条草案」では、商業帳簿に関する規定は、全部で 11条（第 9条～第 19条）から構成
されている。第 16条から第 19条では、商業帳簿の保管期限（第 16条）、商業帳簿の裁判上の
取扱い等（第 17条～第 19条）が定められている。 




























らず、欠損額は填補しなくてはならない（第 124 条）。また、資本金総額の 4 分の 1 に達する










































































































にもかかわらず、商法の審議に時間がかけられた。第一読会（明治 17年 7月 8日～明治 18
（1885）年 7 月 2 日）では、約 1 年をかけて「ロエスレル草案」の第 67 条から第 308 条まで
を検討し、ようやく明治 18年 6月頃に、「商事会社条例案」が起草された。続いて、第二読会
（明治 18年 6月 30日～明治 19（1886）年 3月 23日）以降において、「商事会社条例案」に基





































(13) 「会社取扱内則案」は、『〔会社条例編纂会〕商社法第一読会筆記 第六巻』（商社 1ノ 6ノ
































年 10 月 29 日確認））および『商事会社条例（第二冊）』（国会図書館デジタルコレクション 















「商事会社条例案」から内容が変更されたのは、第 9 条（商業帳簿の作成義務）、第 147 条




12回 明治 18年 7月 28日）において、会社を取り締まるときに不都合が生じるおそれがある
ことから、ドイツ商法第 28条を参考に、「商業及財産ノ現状ヲ明知シ得可キ記載」を行う義務
があることを追記すべきであるというものであった（「第二読会第十二回 明治 18 年 7 月 28







ン DOI: 10.11501/1367654（2020年 10月 29日確認））。 
(17) 議事速記録の各頁の真ん中に記載された頁数の表記を示している。「商社」は「商社法案」




















名　称 「ロエスレル草案」 「商事会社条例案」 「商社法案」


















































































る（「第二読会 第五十二回 明治 19年 2月 9日」(19)、商社 2ノ 5ノ 66-67）。また、備置き・
閲覧対象書類の変更の理由については、株主総会の決議対象書類は重要であるから、当然に閲
覧可能とすべきものであり、規定の趣旨を変更したものではないと説明されている（「第二読















審議の際に、商法のうち破産法も必要であると認識したことから、明治 18 年 2 月に破産法を
至急制定したいと上申した。さらに、明治 19 年 3 月には、ロエスレルからの助言を受けて、
会社法と破産法のみを施行しても実効性がないことを理由に、商法すべてを制定すべきである
























ではなく、「貸方借方ノ対照表」に変更された（「商法編纂会議筆記 第二読会第 7回 明治 20

















果をみるべきであるというものであった（「商法編纂会議筆記 第一読会 第 9回 明治 19年






















(21) 『〔法律取調委員会〕商法第一読会会議筆記 第一巻』（国会図書館デジタルコレクション 































































法律取調委員会における審議は、明治 20年 12月から明治 21（1888）年 6月にかけて行われ、
その審議は素案に基づいて議論された。素案の全体像は不明であるが、総則の商業帳簿に関す
る規定は速記録に記述されている。これによれば、総則の商業帳簿に関する規定は、「ロエス
レル草案」と同様の構成が採用されており、全部で 11条（第 32条～第 42条）から構成されて
いる。 
具体的には、帳簿の作成義務（第 32 条）、「不動産動産ノ総目録」・「貸方借方ノ対照表」の
作成（第 33条・第 34条）、商業帳簿の保管義務（第 35条）、商業帳簿の閲覧制限（第 36条・
 
39 
第 37条）、裁判における商業帳簿の取扱い（第 38条・第 39条）および商業帳簿の証拠能力等
（第 40条～第 42条）について定められていた（「商法草案第一回議事筆記 自 第十八条 至 









では、「総則 第 4 章 商業帳簿」に商業帳簿に関する規定が定められていたが、その内容は
上記素案とほぼ同一であり、株式会社の計算書類に関する規定については、株主総会における













(24) 『〔法律取調委員会〕商法草案議事速記 第一巻』（国会図書館デジタルコレクションDOI: 
10.11501/1367673（2020年 10月 29日確認））。 








で進められ、商法案については、明治 21年 5月に総則・会社法部分が、同年 12月にその他の
部分が内閣に提出された。その後、元老院の可決、閣議決定を経て、明治 23 年 3 月に天皇の
裁可を受けて、明治 23年 4月 26日に商法（明治 23年法律第 32号）が公布された（高田（2016）、
713-714頁）。 
 
4. 明治 23年商法 
明治 23年商法における計算規定の内容は、「商法再調査案」とほぼ同一であった。 
商業帳簿に関する規定は、帳簿の作成義務（第 32 条）、「不動産動産ノ総目録」・「貸方借方
ノ對照表」の作成（第 33条・第 34条）、商業帳簿の保管（第 35条）、商業帳簿の閲覧制限（第
36条・第 37条）、裁判における商業帳簿の取扱い（第 38条・第 39条）および商業帳簿の証拠
能力（第 40条～第 42条）について定められていた。 
また、株式会社における計算書類等に関する規定として、株主総会における書類決議義務（第
名　称 「ロエスレル草案」 「商社法案」 「商法再調査案」



































































































































































るまで、③法典調査会の設置と明治 32年商法の成立の 3つの時期に区分して考察する。 
 
Ⅱ 明治 23年商法延期法の成立 
1. 法典論争の開始 




























































































せて明治 26 年 1 月 1 日まで延期する建議である「商法施行ノ延期ヲ要スル義ニ付意見」を明

















(6) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 19巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力





















第 1帝国議会が明治 23年 11月に開会すると、早速、東京米商会所肝煎・東京米穀倉庫会社
















































4. 第 1帝国議会終了後の動向 
その後も延期派と断行派の対立は続いた。この時期の商法学者による法典反対論の有名なも






た。例えば、『法学新報』社説「法典一部延期論ノ妄ヲ弁ズ」（第 16号。1892年 7月 25日）で
は、会社法部分・破産法部分については、民法との関係がないため、速やかに実施すべきであ




治 24年 9月 16日に「東京商工会ノ調査ニ係ル商法修正意見書」を取りまとめた。この意見書
は、渋澤栄一を通じて司法大臣・農商務大臣・貴族院議長・衆議院議長に提出された（依田編
（1966）、453-454 頁）。これは、約 50 条分の条文について、原文と修正案を対照して併記し、
かつ、その修正理由を掲げたものである。当該意見書においては、明治 23年商法第 32条およ
び第 222条について修正する提案が行われた。 
そして、明治 24 年 11 月 21 日に招集された第 2 帝国議会では、12 月 4 日に衆議院議員渡辺
又三郎が「商法及商法施行規則ノ一部施行ニ関スル法律案」を提出した。当該法案では、その
当時に相次いで起きていた会社の失態を防ぐには商法の公布が急務であることを理由に、商事










明治 25 年 4 月には、松方が民法および商法を修正するために、政府部内に委員を設置するこ
とを提案したものの、これに対して田中が反対し、政府の商法の断行の方針は維持された（伊
藤編（1934）、387-389頁）。 









5. 第 3帝国議会 
明治 25年 5月 6日に第 3帝国議会が開会された。貴族院議員村田保は、115名の賛成を得て、
「民法商法施行延期法律案」を提出した。これは、民法・商法の施行期日を明治 26 年 1 月 1





























世間では知られていなかったこともあって物議を醸すことになった。結局、11 月 22 日に法案
が裁可され、24 日に法律第 8 号として公布され、商法の施行は明治 29 年 12 月 31 日まで延期
することが確定した（三枝（1992）、110-111頁）。民法・商法の断行方針の中心人物であった田
中は、病気を理由に明治 25 年 6 月 18 日に辞職した（伊藤編（1934）、398-400 頁）。そして、
政治力に乏しい松方内閣は、閣内不一致による混乱から収拾不能となり、7 月には第 2 次伊藤
内閣へと代わることになった（福島（1988）、140頁）。 
 
Ⅲ 明治 26年商法一部施行 
1. 東京商工会・東京商業会議所の商法修正意見 
東京商工会・東京商業会議所は、前述のように、商法修正意見を 3度（明治 23年 12月「商
法施行ノ延期ヲ要スル義ニ付キ請願」(11)、明治 24 年 9 月「東京商工会ノ調査ニ係ル商法修正
 





















明治 23年商法第 32条に対しては、①財産目録・貸借対照表を事業年度終了後 3ヶ月以内に
作成すること、②財産目録への署名、③「弁償ノ確ナラサル」債権に関する規定の削除を求め









された。これは、利益の 20分の 1を準備金として積み立てる場合であって、会社が商品在庫 
 
時代 第 16）』（龍門社、1958年、436-452頁）所収。 
(12) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 19巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力
時代 第 16）』（龍門社、1958年、466-491頁）所収。 
(13) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 20巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力
































































































































法律ヲ定ム」『公文類纂・第 17 編・明治 26 年・第 40 巻・司法 2・民事（民事訴訟～監獄）』
国立公文書館、18画像目。 
(15) 「商法及商法施行条例中改正并施行法律ヲ定ム」第 20画像目。 
(16) 「商法及商法施行条例中改正并施行法律ヲ定ム」第 22 画像目。なお、10 月 13 日に民法の


































































た。貴族院の特別委員会では、施行日を明治 26 年 7 月 1 日へと 6 ヶ月延期するとともに、政




速記録第 38号」、851-857頁（明治 26年 2月 18日））、貴族院もその修正に同意して、3月 6日
に法案は可決され、会社法・破産法および商業帳簿に関する規定については明治 26 年 7 月 1
日から施行されることになった（三枝（1992）、117頁）。 
明治 23 年商法は、第 1 帝国議会において延期法案が可決されたが、民法商法施行取調委員
会における一部修正を経て、第 4帝国議会において、ついに商法の一部施行が実現した。 
 
Ⅳ 明治 32年商法の成立 
1. 商業会議所による修正の提案 
明治 26 年商法施行直後にもかかわらず、各地の商業会議所は商法の修正を要望している。




(21) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 20巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力
時代 第 17）』（龍門社、1958年、400-405頁）所収。 
(22)「第四回東京商業会議所事務報告 第三―八頁 明治二八年四月刊」渋沢栄一伝記資料刊行













ニ改ム」であった（「商法修正案」、552-553 頁）。この修正を商法第 32 条第 2 項に反映させた
ものを以下に示している。 
 




商業会議所連合会の修正提案を反映した商法第 32 条第 2 項は、財産目録および貸借対照表
に附すべき価格は時価を超えてはならないということを規定している。すなわち、財産評価方
法を時価主義から時価以下主義へと変更を求めるものであり、東京商工会議所は、後の明治 44





念がある。また、商法第 32 条第 2 項は、会社の財産に不当に高い価格を附して資産価額を大
 
(23) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 20巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力












社の合併に関する規定の制定の要望であった。明治 29 年 9 月に、大阪商業会議所は、総会に
おいて、「商事会社合併及組織変更制ニ関スル意見書並請願書案」を可決し、東京商業会議所
は「会社合併ニ関スル法律制定」の建議を行った（淺木（2003）、51頁）。また、明治 30（1897）
年 6 月 28 日には、渋澤栄一は、株式会社の登記の時期および当初の払込金額に関する規定、
会社合併法の制定を求めて、大蔵大臣・農商務大臣・逓信大臣に建議を行ったが（「第七回東





明治 26 年 2 月 21 日に法典調査会の設置に関する諮問が行われ、3月 25 日に勅令第 11 号に
より法典調査会が設置された。法典調査会は、法曹官僚、教授、弁護士、国会議員のほかに、
渋澤栄一、阿部泰蔵、末延道成の 3 名の実務家を登用した。これは、明治 23 年商法は官僚・
学者中心であった批判に応えたものであった（福島（1988）、160頁）。 
続いて、4 月 13 日に法典調査会の主査委員が、4 月 20 日には査定委員が任命された。さら
に、主査委員の中から、商法の起草委員として梅謙次郎、岡野敬次郎(26)、田部芳が選ばれた（志
 
(25) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 21巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力
時代 第 18）』（龍門社、1958年、258-260頁）所収。 


















付している（「渋沢栄一書翰 穂積陳重宛 （明治二八年）九月二八日」(27)）。 
法典調査会における議論は、梅謙次郎、岡野敬次郎、田部芳（補助として加藤正治、志田鉀
太郞）により作成された原案を審議して原案を確定させることで検討がすすめられた。その議











(27) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 20巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力
時代 第 17）』（龍門社、1958年、559-560頁）所収。 
(28) 伊藤は、日清戦争勃発後は法典調査会には出席しなくなった（梅（1910）、35頁） 










十二回帝国議会衆議院商法修正案外二件審査特別委員会速記録 第 1 号」、4 頁（明治 31 年 6















合もある。③については、保存期限は、小売帳と卸売帳で区別を行わず、5、6 年から 10 年程
度である。もっとも、旧家では 100 年以上帳簿を保存している場合もあると回答した（「第六






(30) 渋沢栄一伝記資料刊行会『渋沢栄一伝記資料 第 21巻（実業界指導並ニ社会公共事業尽力










商業帳簿に関して議論がされたのは、第 7 回商法委員会（明治 29 年 6 月 19 日）および第 8
回商法委員会（明治 29年 6月 22日）である。起草委員の田部芳による説明によれば、商業帳
簿に関する規定は、民事訴訟法や特別法と重複していた規定（明治 26 年商法第 35 条～第 41
条）を削除したものの、その他の規定は大きな修正を行っておらず、明治 26 年商法の内容が

















(31) 『法典調査会 商法委員会議事要録 第一巻』（国会図書館デジタルコレクションDOI: 




























(32) 田部の説明では、財産目録に（当初）債権 100 円と記載していても、そのうち、50 円が弁
済できるに過ぎないのであれば、財産目録においては 100 円と 50 円と記載する。同様に、





















































法典調査会において「会社ノ計算」について議論されたのは、第 40 回商法委員会（明治 29
年 11月 13日）および第 8回商法委員会（明治 29年 6月 22日）である。商法起草委員田部芳
の説明によれば、「法典調査会案」において「会社ノ計算」を新たに設けたのは、明治 26年商
法における「第 9 款 会社ノ義務」の名称を見直したものであり、アルゼンチンでもみられ、
他の国でも類似した名称が存在しているのを参考にしたものであった（『法典調査会 商法委








(33) 『法典調査会 商法委員会議事要録 第三巻』（国会図書館デジタルコレクション DOI: 
































年 10月 29日確認））。 
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(1) 第 11帝国議会 
法典調査会は、明治 30年 12月 27日に商法修正案の議論を終えて、第 11回帝国議会（明治
30～31 年）において貴族院に提出された。しかし、衆議院における政府と与党の対立により、













（「第十二回帝国議会 衆議院商法修正案外二件審査特別委員会速記録 第二号」、1 頁（明治
31年 6月 6日））。 
 
(2) 第 12帝国議会 
第 12帝国議会（明治 31年）において、商法修正案が 5月 19日に政府案として提出された。
このときの商法修正案は、第 11帝国議会の商法修正案から 19条が追加されたもので、全部で
685条から構成された（志田（1933）、100頁）。 
貴族院では、5 月 31 日に政府案をそのまま了承することで可決された（「第十二回帝国議会
貴族院議事速記録第七号」、17 頁（明治 31 年 5 月 28 日））。衆議院についても、ほぼ議論は終
了していたが、6月10日に衆議院が解散したために、商法修正案は成立しなかった（志田（1933）、
100 頁）。なお、このとき、旧商法の施行延期期日である 6 月 30 日が迫っていた。緊急勅令に
より旧商法の施行延期を実施することも検討されたが、政府内ではこれに賛成する者が少なく、
結局、旧商法は明治 31 年 7 月 1 日にそのまま施行されてしまったのである。ただし、実務上
は、特に問題とはならなかった（志田（1933）、53-54頁）。 
 
(3) 第 13帝国議会 









特別委員会速記録 第一号」、3頁（明治 31年 6月 4日））。 
(36) 同様に保険会社からは、「修正法草案中生命保険ニ関スル条項改正案」が提出された。こ
の改正案も法典調査会が終了した後に提出された（「第十二回帝国議会 衆議院商法修正案




2頁（明治 32年 1月 14日））。 
商法改正の議論は第 12帝国議会においてほとんど終了していたために、第 13帝国議会にお
ける商法修正案の議論は順調に進み、衆議院・貴族院の両院を通過し、明治 32 年 3 月 9 日法
律第 48号として公布された。 






速記録第二号」、3頁（明治 32年 1月 20日））。 
 































こうして、明治 23 年商法の公布から、明治 23 年商法の施行延期、明治 26 年商法の一部施


































































































































会社名 時　期 時価評価 原価評価
第十四銀行 明治33年1月－6月 公債証書、株券等 －
神岡銀行 明治35年1月－6月 公債証書 それ以外





日本興業銀行※ 明治35年7月－12月 有価証券、什器及金庫 地所
大垣共立銀行※ 明治35年1月－6月 諸会社債券、株券 地所、建物、什器







表 3-2 保険会社における財産評価方法 
 
 



























































表 3-3 銀行・保険以外の株式会社における財産評価方法 
 
 
3. 明治 35年大審院判決 
明治 35 年大審院判決は、明治 32 年商法第 26 条第 2 項の財産評価が主な争点であった。こ
れは、そもそも、東京株式取引所の株主が、明治 34（1901）年上半期の財産目録および貸借対
照表の公債証書に額面価額もしくは買入価額を附し、家屋の価格については取得価額を附して
いるのは、明治 32年商法第 26条第 2項の規定に違反していると東京地方裁判所に訴えたもの
である（「株式取引所商法違反事件決定書」『法律新聞』第 70号、17頁）。 










会社名 時　期 時価評価 原価評価
日本郵船 明治39年9月30日付 地所建物 －
東洋汽船※ 明治35年1月－6月 － 船
大阪商船※ 明治35年1月－6月 － 公債証書





福島紡績※ 明治35年1月－6月 － 器械
富士紡績※ 明治35年1月－6月 － 公債証券
三重紡績※ 明治35年1月－6月 － 機械
































































下、「主査委員会案」と称する）が作成された。法律取調委員会は、明治 42 年 12 月 1 日から
開始された。主査委員会は、計算規定については、時価主義に基づいた財産評価規定の改正（明
治 32年商法第 26条第 2項）および株式会社に対する低価以下主義に基づいた評価規定の追加
を提案した。 
 
2. 「主査委員会案」第 26条第 2項 
(1) 改正内容および改正理由 














律案 議事速記録 第一巻』(7)、商改１ノ 24-25）、さらに、穂積陳重は、より踏み込んで、条
文を次のように変更する提案を行った（『法律取調委員会議事録第一巻』、商改１ノ 55-56）。 
 




「穂積陳重案」第 26 条第 2 項は、財産目録に附すべき価額は時価以下によることを求め、
明治 32 年商法における時価主義からの変更を図っている。時価以下主義を採用した理由とし








(7) 『〔第二次〕法律取調委員会〕商法中改正法律案 議事速記録 第一巻』（国会図書館デジタ






























る意見」『日本弁護士協会録事』第 151号、付録 3頁）。 
(9) 例えば、東京電灯（現在の東京電力）では、明治 20年から大正 6（1917）年において高配当
を維持していたのは、減価償却前・利益処分前利益の 20%を減価償却費として計上していた

















録第一巻』、商改 2ノ 20-21 等）。また、現行商法の時価主義は、会社の基礎を強固にしようと
して財産を低く評価した場合には商法違反になってしまうという懸念があった（『法律取調委























であると述べている（『法律取調委員会議事録第一巻』、商改１ノ 49-50）。明治 32 年商法の起
草の際に起草委員を務めた長谷川喬も、梅・岸本と同意見であった。彼らは、明治 32 年商法































3. 「主査委員会案」第 190条ノ 2 
(1) 改正内容および改正理由 




とから、「商法改正案」第 190条ノ 2を以下に掲げる(10)。 
 













四巻』(11)、商改 6 ノ 39-40）。さらに、岡野の論文の主張によれば、「主査委員会案」第 190 条
 
(10) 条文は『法律取調委員会決議 商法中改正法律案』（三光堂、1910年）に基づいている。 






ノ 2はドイツ商法第 261条に則ったものである。ドイツ商法第 261条の制定理由としては、仮
想的利益の配当禁止が制定趣旨であり、財産が実際に売却されるまで利益を計上してはならな



















































方法が必要であり、「起草委員会案」第 190 条ノ 2 の内容では株式会社の事業活動に差し支え
ることになると反対した（『法律取調委員会議事録第四巻』、商改 6ノ 25-27、『法律取調委員会
議事録第四巻』商改 6ノ 56-57）。 
長谷川も、「起草委員会案」第 190 条ノ 2 ただし書きによって取得原価以下に評価すること
は財産目録の目的に反することから「主査委員会案」に反対した（『法律取調委員会議事録第








法律取調委員会委員 30名のうち、「主査委員会案」第 190条ノ 2ただし書きを削除すべきと
いう提案に賛成したのは13名、第190条ノ2の全部を削除に賛成したものが15名に留まった。
一方、主査委員会案に賛成した者は 16 名であり、ちょうど過半数であったことから主査委員














た。計算規定に係るものとして、「主査委員会案」第 190 条ノ 2 に第 2 項を追加するなどの変
更が行われた。このほかに附則も追加され、法律取調委員会における商法改正案が確定した（齋



























「商法改正政府案」第 26条第 2項は、「穂積陳重案」第 26条第 2項から変更はない。 
「商法改正政府案」第 190条ノ 2第 2項の追加は、家屋・工場のような継続的に営業に供さ
れる財産は、取得価額から相当の減損額を減じた残額を財産目録における価額とすることを可
能としたものである。これは、営業用の固定資産の時価評価が困難であることから設けられた














Ⅳ 第 27帝国議会 
1. 貴族院 
(1) 貴族院本会議 
















貴族院特別委員会は 1 月 23 日から 28 日まで連日開催され、「商法改正政府案」に対して、
各委員から多くの質問・修正が要求された。 
明治 32年商法第 26条第 2項の改正の理由については、齋藤十一郎による「商法改正政府案」
の説明によれば、現行法の解釈が①時価(14)以外は認めない、②時価以下であれば認められる、
 
(13) 貴族院特別委員会で齋藤十一郎により、貴族院と衆議院への 14通の請願他 113通の意見
が提出されたことが紹介されている（「第二十七回帝国議会貴族院商法中改正法律案外三件
















速記録第一号」、22頁（明治 44年 1月 25日））。 









特別委員会議事速記録第六号」、50頁（明治 44年 1月 28日））。なお、小委員会の委員 6名に














改正案の調査結果に基づいて、「商法改正公表案」第 190 条ノ 2 ただし書きの削除を求める修
正意見を発表することを決定した（「銀行家の商法改正意見」『東京商業会議所月報』第 3巻第
12号（明治 43年 12月 25日）、38頁）。 









とする規定、すなわち「商法改正公表案」第 190条ノ 2を挙げた（『東京商業会議所月報』第 3
巻第 8号（明治 43 年 8 月 25 日）、27-28 頁）。その後、東京商業会議所は、齋藤十一郎と司法
省参事官山内確三郎に「商法改正公表案」の趣旨の説明を受けた上で（「商法調査委員の商法
改正案研究」『東京商業会議所月報』第 3巻第 12号（明治 43年 12月 25日）、66頁）、明治 44
年 1月 26・27日には商法改正委員会を開催した（「委員会」『東京商業会議所月報』第 4巻第 2
号（明治 44年 2月 25日）、64頁）。 
その後、東京商業会議所に加えて、大阪、京都、横浜、神戸、名古屋の各商業会議所の委員
から構成された六商業会議所協議会が明治 44 年 2 月 1 日から 6 日にかけて開催され、会議に
おいて提案された商法修正意見をとりまとめた「商法及附属法律改正案修正意見並理由書」を
作成した（「東京其他五商業会議所協議会」『東京商業会議所月報』第 4巻第 2号（明治 44年 2
月 25日）、65-66頁）。 
六商業会議所協議会の「商法及附属法律改正案修正意見並理由書」では、「商法改正政府案」











法律改正案修正意見理由書」『東京商業会議所月報』第 4巻第 2号（明治 44年 2月 25日）、附
録 11-12頁）。 
また「商法改正政府案」第 190条ノ 2第 2項については、以下のように修正した上で、第 26
条第 3項とすることが提言された。条文は以下の通りである。 
 












理由書」を議定した上で、2 月 21 日に「商法及附属法律改正案に関する建議（請願）」ととも
に、上記理由書を政府に提出した（「商法改正案に関する建議（請願）」『東京商業会議所月報』
第 4巻第 2号（明治 44年 2月 25日）、64-65頁）。 
以上のように、各経済団体は、商法修正意見を政府に提出していた。希望する修正方法は異










貴族院特別委員会小委員会では、「商法改正政府案」第 190 条ノ 2 に特に重点を置いて審議
が行われた（「第二十七回帝国議会貴族院商法中改正法律案外三件特別委員会議事速記録第七





三件特別委員会議事速記録第七号」、52-53頁（明治 44年 2月 13日））。 
このために、貴族院特別委員会小委員会による修正案（以下、「商法改正貴族院案」と称す
る）では、「商法改正政府案」第 190条ノ 2第 1項を削除し、これに代わって、「商法改正貴族
院案」第 194 条ノ 2 の追加が提案された。「商法改正貴族院案」第 194 条ノ 2 の条文は以下の
とおりである。 
 
「商法改正貴族院案」第 194条ノ 2 



























速記録第十四号」、24、26頁（明治 44年 2月 22日））。衆議院特別委員会委員長は、鳩山和夫
が務めた。 













た（「第十六帝国議会衆議院議事速記録第十四号」、8頁（明治 35年 2月 13日））。 
 


















44年 3月 8日））。 





























頁（明治 44年 3月 10日））。 
そして、3 月 17 日開催の衆議院特別委員会において、調査委員による「商法改正貴族院案」
第 190条ノ 2および第 194条ノ 2の調査結果が報告され、調査委員報告者である守屋は、衆議
院として、「商法改正政府案」・「商法改正貴族院案」のいずれも認めないことを提案した。 
その理由について、「商法改正政府案」第 190 条ノ 2 に対しては、公告対象である財産目録
は、財産の状態を適切に示す必要があるにもかかわらず、財産の時価が上昇した場合でも財産
目録において取得原価で評価され、財産目録が財産の実態を適切に表さないという問題が生じ










協議会が 3月 21日午前から開催された。 
両院協議会の冒頭で、貴族院・衆議院における主張が述べられた。貴族院議員である富井政
章は、「商法改正貴族院案」第 194 条ノ 2 は会社の基礎を強固にするために極めて必要なもの
であり、営業活動より生じた利益でなければ配当すべきでないと主張した。一方、衆議院議員
の長島鷲太郎は、「商法改正貴族院案」第 194 条ノ 2 は、会社の基礎を強固にするという趣旨
そのものは理解できるものの、現状の会社経営に対して急激な変化を加え、不安を与えること
になると「商法改正貴族院案」に反対した（「第二十七回帝国議会商法中改正法律案一件両院
協議会議事速記録第一回」、1-2頁（明治 44年 3月 21日））。 
両院協議会は、これまでの先例を参考に、3 名ずつの特別委員による調整を行うこととして
一旦休会し、午後 7時 32分から再開した（「第二十七回帝国議会商法中改正法律案一件両院協







貴族院は、「商法改正貴族院案」第 194 条ノ 2 が今日において最も必要なものであると考えて
いたが、営業税法・所得税法との問題があるために、今回はやむを得ず、当該条文を削ること
としたと述べている（「第二十七回帝国議会商法中改正法律案一件両院協議会議事速記録第一
回」、4頁（明治 44年 3月 21日））。 





第 194条ノ 2を追加の趣旨が没却されてしまうという問題が解決できなかったと思われる。 
こうして、帝国議会における議論は決着し、明治 44 年 5 月 3 日に改正商法が公布された。
明治 44 年商法の商法計算規定は、財産目録・貸借対照表に掲げるべき財産の評価規定である
第 26 条 2 項の改正のみが行われ、財産評価方法が時価主義から時価以下主義へと移行したの
である。 
 
Ⅴ 小 括 
 
明治 32 年商法施行後の時期において、財産評価方法としては、理論的には、時価主義、取














































































































































































































































主査委員会は、昭和 3（1928）年 5 月から昭和 4（1929）年 6 月にかけて、ほとんど毎週の
ように開催され、精力的に審議が行われた（依田編（1966）、1113頁）。商法計算規定に関する
審議は、第 12回から第 15回にかけて行われた。 












提案された（「商事関係法規改正準備委員会 昭和 3年度 第 12回 昭和 3年 10月 31日」(7)）。 












(7) 東京商工会議所「商事関係法規改正準備委員会 昭和 3年度 / 第 12回 昭和 3年 10月 31










(10) 大正 9年の景気低迷では、物価が半値から 3分の 1に大暴落したという（高橋（1956）、75
頁）。 













（「商事関係法規改正準備委員会 昭和 3 年度 第 14 回 昭和 3 年 11月 28日」(17)）。また、
積立金については、会計実務でみられるようになっていた従業員に対する積立金について、法
律上、どのように取り扱うのかが議論されたが、明確な結論は出されず、研究問題として、引
き続き検討を行うこととした（「商事関係法規改正準備委員会 昭和 3年度 第 15 回 昭和 3
年 12月 5日」(18)）。 
 
3. 「会社法関係改正審議事項」 













(16) 商法において、配当するごとに利益の 20分の 1を準備金として積み立てることが定めら
れていた（明治 44年商法第 194条）。法定準備金とは、当該準備金を指すと思われる。 
(17) 東京商工会議所編「商事関係法規改正準備委員会 昭和 3年度 / 第 14回 昭和 3年 11月
28日」（No.5292）『全国商工会議所関係資料 東京商工会議所（経済資料センター）所蔵 第
1期』所収。 
















 (16) 財産ノ評価ニ関スル規定ヲ設クルコト 
 (17) 第 194条第一項ノ「利益ヲ配当スル毎ニ其ノ利益」トアルヲ適当ニ改正スルコト 

























た（「商事関係法規改正発問事項ニ対スル回答書録 其一 昭和 4年 10月」(20)、57-62頁、「商



















録 / （其一） 昭和 4年 10月 [資、16]」（No.5340）『全国商工会議所関係資料 東京商工
会議所（経済資料センター）所蔵 第 1期』所収。 
(21) 東京商工会議所商事関係法規改正準備委員会「商事関係法規改正発門事項ニ対スル回答書
録 / （其二） 昭和 5年 1月 [資、16]」（No.5341）『全国商工会議所関係資料 東京商工会











ていたためであろう。昭和 4年 12月に開催された第 36回準備委員会主査委員会において、松
本は次のように述べ、法制審議会において営業用固定資産の評価に関する規定を設ける方針で
あることを明らかにしている（「商事関係法規改正準備委員会 昭和 4年度 第 36 回 昭和 4













実質的な審議が進められることになった。小委員会は、昭和 4年 11月から昭和 6（1931）年 12
 
(22) 「商法中改正ヲ要スヘキ点」は、昭和 5年 6月から 7月にかけて開催された準備委員会（第
5回～第 8回）に付議されていた。その後、検討が加えられた後に公表された。 
(23) 東京商工会議所編「商事関係法規改正準備委員会 昭和 4年度 / 第 36回速記録 昭和 4年
12月 4日」（No.5317）『全国商工会議所関係資料 東京商工会議所（経済資料センター）所





































会 諮問第一号小委員会決議（二）」『C8 昭和四年十一月十五日起 ［法制審議会］諮問第一
号［商法改正］小委員会決議 ［自（一）至（四〇）］』）。 
株式会社の計算書類の様式に関する規定については、昭和 5 年 2 月に提案された（「商法改












提出 （昭和五、七、一四印刷）」『C6 昭和四年五月起 諮問第一号 委員提出 商法改正提
案集 花井副総裁」）。（「商法改正要綱試案 奥村委員提出 昭和五年九月〓（筆者注：不明）
九日」『C6 昭和四年五月起 諮問第一号 委員提出 商法改正提案集 花井副総裁』）。その
提案は以下の通りである。 
 
① 商法第 26条について、商人は年 1回、別に定める様式により、動産、不動産、債権、
債務その他の財産の貸借対照表を作成すること。会社については、設立登記および毎
決算期に貸借対照表を作成すること 


















年一月起［諮問第一号］法制審議会 商法改正意見類聚 第一巻（第一冊 第二冊）』(26)）、さ
らに、「商法改正意見類聚」の内容を条文ごとにまとめた「商法改正意見類聚要領」（『C12 昭






























































































資産の評価（「昭和五年九月十九日 諮問第一号 小委員会決議（二九） 法制審議会（昭和
五．九．二五印刷）」『C8 昭和四年十一月十五日起 諮問第一号小委員会決議 花井副総裁』）、
②創業費・社債発行差金の資産計上、③取引所の相場がある有価証券の評価（「昭和五年九月

























































































































































































1. 第 68帝国議会および第 70帝国議会 
















号」、4-5頁（昭和 12年 2月 19日））。その後、特別委員会に小委員会を設けて議論を行ったが、























年 3月 27日））。 
 
2. 第 73帝国議会 
第 73帝国議会に再度政府から「商法中改正法律案」が提出された。第 70会帝国議会におい
て議論が尽くされたのか、審議は順調に進み、昭和 13（1938）2 月 14 日に貴族院において可
決され、3 月 22 日には衆議院において修正が無く可決・公布に至った。改正商法は、昭和 15
（1940）年 1月 1日からの施行とされた。 



































































































































会  長 鈴木 島吉（前興銀総裁・交詢社常議員） 
委  員 渡邊 銕蔵（日本商工会議所理事） 
     吉田 良三（東京商科大学教授） 
     永原 伸雄（三菱商事株式会社監査役） 
     魚谷 傳太郎（理化学興業株式会社） 
     太田 哲三（東京商科大学教授） 
     間瀬 三郎（三井鉱山株式会社総務部長） 
     東 奭五郎（東渡部計理士事務所長） 
臨時委員 五十嵐 直三（東京電燈株式会社取締役） 
     石山 賢吉（ダイヤモンド社社長） 
     原口 亮平（神戸商業大学教授） 
     小畑 源之助（日本ペイント株式会社社長） 
     田中 耕太郎（東京帝国大学教授） 




















































































































































































(8)  加藤（1936a、68-71頁）では、縦書きの実例として、東京電灯（大正 8年 6月）、田中銀




































































































































れた。図 5-2 において、B 表（工業用）のひな型を示している。工業会社の場合、第 1区分か


















































































図 1 損益計算書 






































(12) 東京商工会議所「建議 昭和 6 年度 1. 標準貸借対照表及標準財産目録ニ対スル意見書 
昭和 6年 4月 8日」（No.2039）『全国商工会議所関係資料 東京商工会議所（経済資料センタ
ー）所蔵 第 1期』所収。 
(13) 東京商工会議所「建議 昭和 6年度 11.標準損益計算及固定資産減価償却準則ニ対スル意
見 昭和 6年 11月 4日」（No.2049）『全国商工会議所関係資料 東京商工会議所（経済資料








































ル意見書」、第一 標準貸借対照表ニ関スル事項 第 3項）。東京商工会議所からは、当該年度
の減価償却額や評価益等を把握できるように修正することも要望された（「標準貸借対照表及




































録ニ対スル意見書」、第一 標準貸借対照表ニ関スル事項 第 6項）。 
④負債の区分表示については、財団担保またはその他の抵当借入金については、長期・短期
という区分に加えて、担保の有無により区分することが提案された（「標準貸借対照表及標準









































































































































































































































本製紙『第二十四回報告書』（昭和 4 年 12 月～昭和 5 年 5 月）および東京石川島造船所（現在







造」、「形式」、「配列」、「内容」および「分類」の 6 項目を掲げている。表 6-1 においては、こ
のうち、「内容」を除く 5 項目について、「財務諸表準則」に採用された方法を示している。 
 
表 6-1 「財務諸表準則」において採用された方法 
項目 「財務諸表準則」において採用された方法 
標題 「貸借対照表」という標題に加えて、決算日、社名を記載する（「財務諸表準則」貸借
対照表第 10 項）。 
構造 勘定式により記載する（「財務諸表準則」貸借対照表第 11 項）。 
形式 左側を「借方」、右側を「貸方」とする。借方に「資産」、貸方に「負債及資本」を附記
することができる（「財務諸表準則」貸借対照表第 11 項）。 
配列 「固定性配列法」により記載する（「財務諸表準則」貸借対照表第 13 項）。 
分類 資産、負債及び負債については、次のような総合科目に分類する（「財務諸表準則」貸


































ついて着目することとしたい。また、これらの点に注目して、昭和 5 年 5 月期における日本製
紙の貸借対照表の記載内容の分析を行う。日本製紙の貸借対照表は、図 6-1 に示している。 
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次に、東京石川島造船所の貸借対照表について検討を行う。昭和 5 年 5 月期における東京石














(3) U.S.スティール社の 1902 年の年次報告書における連結貸借対照表における貸方の表示科目
の順序は、資本金、長期負債、短期負債、減債基金、剰余金の順序が採用され、日本製紙の

























































































































(7) U.S.スティール社の 1902 年の年次法報告書における連結貸借対照表において貸方は、

















































(8) 久野（1972）の調査対象会社と本章における調査対象会社は、14 社が重複している。 
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図 6-4 日本製紙 財産目録（昭和 5年） 









































































(9) このように 4 区分に分割して記載するのは工業会社の場合であり、商業会社の場合、「製造












図 6-6 日本製紙 損益計算書（昭和 5年） 
         出所：日本製紙『第二十回営業報告書』 
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              出所：日本製紙『第二十四回営業報告書』 
 
続いて、日本製紙と東京石川島造船所の損益益計算書の記載内容を分析する。昭和 5 年 5 月














る科目数は 19 個の表示科目が示されている。「財務諸表準則」の 33 個には及ばないが、黒澤が




昭和 5 年 5 月期における東京石川島造船所の損益計算書を図 6-8 において示している。 
損益計算書の「収入之部」において「工事収入」、「収入利子並株式配当金」、「雑収入」の 3
科目が表示されている。また、「支出之部」では、「工事支出」、「営業費」、「借地料」、「諸税金」、
「利子」の 5 科目が表示されている。 
 
図 6-8 東京石川島造船所 損益計算書および損失金処分（昭和 5年） 






島造船所の損益計算書の表示科目数は 9 個である。 
したがって、①純利益処分計算を損益計算書において行っていない点、②区分計算を行って
いない点は、東京石川島造船所も日本製紙と同様である。ただし、③損益計算書の表示項目数






























財務管理委員会は、昭和 5 年 12 月に「標準貸借対照表」を公表していることから、調査対象
会社が「標準財務諸表」を参考にして計算書類の形式を変更した可能性を排除するために、財




78-79 頁）が昭和 14 年 5 月に行われたことから、この発言の直前に作成された計算書類を調査
対象とする。 
以上から、「財務諸表準則」公表前の計算書類を昭和 5 年 1 月から 6 月末(10)までに決算日を
迎える会社の計算書類とし、比較対象とする（なお、この時期は、「標準貸借対照表」の検討以
前のために、以後、この時期を「検討開始以前」と呼ぶ）。「財務諸表準則」公表後の計算書類











(10) この当時の会社の大多数は（調査対象会社 97 社中 96 社）、年に 2 回決算を実施していた。
このため、すべての調査対象会社において、該当期間に 1 度、営業報告書を作成している。 











史研究所（1976）では、昭和 4 年下期及び昭和 15（1940）年下期における総資産額上位 100 社
が示されている。総資産額のみが事業規模を示すとは限らないが、上位 100 社であれば、大会













(13) 「企業史料統合データベース」https://j-dac.jp/infolib/meta_pub/G0000004kigyo（2020 年 10 月
29 日確認） 
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注：産業名は、『本邦事業成績分析』（昭和 3 年～昭和 5 年下期）の名称に基づいている。「その他」
は、産業政策史研究所（1976）において、昭和 4 年下期及び昭和 15 年下期の両方で鉱工業に
おける総資産額上位 100 社に該当した会社である。また、昭和 4 年下期と昭和 15 年下期の両






前述した調査方法に基づいて貸借対照表について調査した結果は、表 6-3 に示されている。 
 













①標題 貸借対照表 97 (100%) 97 (100%) 0 (0%)
（内，決算日あり） 66 (68%) 77 (79%) 11 (11%)
（内，決算日なし） 31 (32%) 20 (21%) -11 (-11%)
貸借対照表以外 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
②構造 勘定式 44 (45%) 48 (49%) 4 (4%)
報告式 53 (55%) 49 (51%) -4 (-4%)
③形式 英国式 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
資産 29 (30%) 35 (36%) 6 (6%)
負債 17 (18%) 17 (18%) 0 (0%)
資産 34 (35%) 34 (35%) 0 (0%)
負債 17 (18%) 11 (11%) -6 (-6%)
④配列 固定性配列法 97 (100%) 97 (100%) 0 (0%)
流動性配列法 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
⑤分類 総合科目の記載あり 1 (1%) 1 (1%) 0 (0%)
総合科目の記載なし 96 (99%) 96 (99%) 0 (0%)
⑥未払込株金 資産計上 71 (73%) 71 (73%) 0 (0%)

















































































おいては、財産目録作成会社の約 4 分の 1 程度の会社しか行っていなかった。したがって、内
訳内容の説明として、日本製紙が行っていたような概要の記載のみを行う会社が多かった。ま












①財産目録の有無 あり 71 (73%) 78 (80%) 7 (7%)
省略する旨のみ記載 25 (26%) 18 (19%) -7 (-7%)
なし 1 (1%) 1 (1%) 0 (0%)
②記載項目 資産 63 (89%) 68 (87%) 5 (-2%)
資産・負債 3 (4%) 5 (6%) 2 (2%)
資産・負債・純財産 5 (7%) 5 (6%) 0 (-1%)
③内訳内容の概要 あり 48 (68%) 57 (73%) 9 (5%)
　の有無 なし 23 (32%) 21 (27%) -2 (-5%)
④項目の内訳の あり 17 (24%) 22 (28%) 5 (4%)



















前述した調査方法に基づいて損益計算書について調査した結果は、表 6-5 に示されている。 
 
表 6-5 損益計算書の調査結果 
 
調査対象項目
①売上高の表示 あり 24 (25%) 28 (29%) 4 (4%)
なし 62 (65%) 64 (66%) 2 (1%)
不明 10 (10%) 5 (5%) -5 (-5%)
②区分計算 あり 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)
　 なし 96 (100%) 97 (100%) 1 (0%)
③表示科目数 3 15 (16%) 11 (11%) -4 (-4%)
４～８ 32 (33%) 31 (32%) -1 (-1%)
９～18 28 (29%) 38 (39%) 10 (10%)
19～32 16 (17%) 13 (13%) -3 (-3%)
33～ 5 (5%) 4 (4%) -1 (-1%)
④純利益処分計算 あり 16 (17%) 8 (8%) -8 (-8%)












②区分計算については、「財務諸表準則」で示されたような、3 区分または 4 区分による区分
計算を行った会社は 1 社も存在しなかった。 
③表示科目数については、黒澤が掲げた損益計算書の事例②（3 個）、黒澤が掲げた損益計算
書の事例①（8 個）、東京石川島造船所（9 個）、日本製紙（19 個）および「財務諸表準則」（33
個）で区切って集計した。 
表示科目数が 3 個という会社が 15 社（16%）存在した。また、表示科目数が 4 個から 8 個と
いう会社が 32 社（33％）あったことから、黒澤が掲げた損益計算書の事例の①および②と同水
準の情報量の会社が約半数を占めた。続いて 9～18 個の会社は 28 社（29％）存在した。また、
19～32 個の会社は 16 社、33 個以上の会社は 5 社であり、日本製紙の表示科目数以上の会社は、










③表示科目数については、9～18 個の会社が 10 社増加した。ただし、調査対象会社の表示科







































































































































































































































 第一  総説 
 第二  土地 
 第三  建物 
 第四  機械、設備、工具、什器等 
 第五  無形固定資産 
 第六  有価証券 
 第七  原料及び貯蔵品 
 第八  製品、半製品（中間製品）、副産品及び仕掛品（半成作業） 
 第九  商品及び積送品 
 第十  債権 






































































































商法第 26 条第 2 項の規定が一般的に精密ではないと評価したこと、③営業の継続を前提とす
る評価方法の実用性を尊重すること、④「財産評価準則」は法律により強制されるものではな
く、これに準拠して財産が評価することを希望していることが挙げられている。 
時価以下主義とすることを定めた商法第 26 条第 2 項と「財務諸表準則」との関係について
は、「資産評価準則」では、商法第 26 条第 2 項の目的と必ずしも一致しないとされていたが、
「財産評価準則」は商法第 26条第 2項の範囲内にあることが明確化された。 
「資産評価準則」と「財産評価準則」の構成を比較したのが表 7-2 である。「財産評価準則」







































































6 年 12 月に金本位制からの離脱を決定した。「財産評価準則」は、そのような経済情勢の中
で検討が行われていた。 















































































































































































ここで会計実務に目を転じると、北浦（2015、31-38 頁）による調査によれば、昭和 5 年に




























































































































































































規定 明治32年商法 明治44年商法 昭和13年商法
「財務諸表準則」
「財産評価準則」
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